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書籍訂正情報 

2026年版 出る順社労士 

一問一答過去10年問題集 
 

③健康保険法・国民年金法 

 

（2026/04/28 現在） 

 

弊社が出版いたしました書籍「2026年版 出る順社労士 一問一答過去10年問題集

③健康保険法・国民年金法」におきまして以下の訂正箇所がございます。大変おそれ

いりますが、書籍の訂正をお願いいたします。 
 

・ 2026/01/05 更新分…ｐ.1 

・ 2026/01/19 更新分…ｐ.2 

・ 2026/02/02 更新分…ｐ.3 

・ 2026/03/02 更新分…ｐ.4 

・ 2026/04/28 更新分…ｐ.5～9 
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【2026/01/05 更新分】 
 

第１編 健康保険法 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P41 

[095] 解説 

2 行目 

…、特例退職被保険者及

びその被扶養者係る健康

保険事業の実施が将来に

わたり当該健康保険組合

の事業の運営に支障を及

ぼさないこと等の一定の

要件に該当するものとし

て「厚生労働大臣の認可

を受けた健康保険組合」

をいう。 

 

…、特例退職被保険者及

びその被扶養者に係る健

康保険事業の実施が将来

にわたり当該健康保険組

合の事業の運営に支障を

及ぼさないこと等の一定

の要件に該当するものと

して「厚生労働大臣の認

可を受けた健康保険組

合」をいう。 

 訂正箇所 訂正後 

訂正 

P89 

[196] 解答・解説 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

○ １９６ 必修基本書……該当ページなし 

 (則47条1項)本肢のとおりである。なお、本肢の申請書に記載する必要

がある事項として、①申請の年月日、②申請者の氏名及び被保険者等

記号・番号又は個人番号、③申請に係る被保険者又はその被扶養者の

氏名、生年月日及び被保険者等記号・番号又は個人番号（②に掲げる

事項を除く。）、④申請の理由、⑤その他保険者が定める事項であっ

て申請者が書面への記載又は電磁的方法による提供を求めるものが

ある場合には、その旨がある。 

 

 

  



LEC東京リーガルマインド                                 無断複製・頒布を禁じます 

2 

 

【2026/01/19 更新分】 
 

第２編 国民年金法 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P303 

[204] 解答 

 

 

 

× ○ 
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【2026/02/02 更新分】 
 

第２編 国民年金法 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P319 

[230] 解答 

 

 

 

× ○ 

訂正 

P460 

[017] 選択肢 

⑳ 

 

 

⑳ 分かりや ⑳ 分かりやすい形で通

知 
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【2026/03/02 更新分】 
 

第２編 国民年金法 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P415 

[466] 解説 

3 行目 

 

 

…、6月以下の懲役又は30

万円以下の罰金に処せら

れる(法112条1号)。 

…、6月以下の拘禁刑又は

30万円以下の罰金に処せ

られる(法112条1号)。 
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【2026/04/28 更新分】 
 

第１編 健康保険法 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P16 

[046] 問題 

 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

全国健康保険協会は、毎事業年度において、当該事業年度及びその直前の 2事業

年度内において行った保険給付に要した費用の額の1事業年度当たりの平均額の

3 分の 1 に相当する額並びに当該事業年度において行った子ども・子育て支援納

付金の納付に要した費用の額の 12 分の 1 に相当する額を超えない範囲内におい

て当該年度における保険者の子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用を勘

案して厚生労働大臣が内閣総理大臣と協議して定める額とを合算した額に達す

るまでは、当該事業年度の剰余金の額を準備金として積み立てなければならない。

なお、保険給付に要した費用の額は、前期高齢者納付金(前期高齢者交付金がある

場合には、これを控除した額)を含み、国庫補助の額を除くものとする。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P17 

[046] 解説 

 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

(令 46 条 1項)協会は、毎事業年度末において、当該事業年度及びその直前の２

事業年度内において行った保険給付に要した費用の額(前期高齢者納付金等、後

期高齢者支援金等の所定の納付金等の納付に要した費用の額(前期高齢者交付

金がある場合には、これを控除した額)を含み、出産育児交付金の額並びに国庫

補助の額を除く)の 1事業年度当たりの平均額の「12 分の 1」に相当する額並び

に当該事業年度において行った子ども・子育て支援納付金の納付に要した費用

の額の 12 分の 1 に相当する額を超えない範囲内において当該年度における保

険者の子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用を勘案して厚生労働大臣

が内閣総理大臣と協議して定める額とを合算した額に達するまでは、当該事業

年度の剰余金の額を準備金として積み立てなければならない。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P18 

[047] 問題 

 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

健康保険組合は、毎事業年度末において、当該事業年度及びその直前の 2事業年

度内において行った保険給付に要した費用の額(被保険者又はその被扶養者が健

康保険法第 63 条第 3 項第 3 号に掲げる健康保険組合が開設した病院若しくは診

療所又は薬局から受けた療養に係る保険給付に要した費用の額を除く。)の 1 事

業年度当たりの平均額の 12 分の 3(当分の間 12 分の 2)に相当する額と当該事業

年度及びその直前の 2 事業年度内において行った前期高齢者納付金等や後期高

齢者支援金等の所定の納付金等の納付に要した費用の額(前期高齢者交付金があ

る場合には、これを控除した額)の 1事業年度当たりの平均額の 12 分の 2に相当

する額並びに当該事業年度において行った子ども・子育て支援納付金の納付に要

した費用の額の 12 分の 1 に相当する額を超えない範囲内において当該年度にお

ける保険者の子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用を勘案して厚生労働

大臣が内閣総理大臣と協議して定める額とを合算した額に達するまでは、当該事

業年度の剰余金の額を準備金として積み立てなければならない。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P19 

[047] 解説 

 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

(令 46 条 2項、令附則 5条)健康保険組合は、毎事業年度末において、当該事業

年度及びその直前の 2 事業年度内において行った保険給付に要した費用の額

(被保険者又はその被扶養者が健康保険組合が開設した病院若しくは診療所又

は薬局から受けた療養に係る保険給付に要した費用の額及び出産育児交付金の

額を除く)の 1 事業年度当たりの平均額の 12 分の 3(当分の間、12 分の 2)に相

当する額と当該事業年度及びその直前の 2 事業年度内において行った前期高齢

者納付金等や後期高齢者支援金等の所定の納付金等の納付に要した費用の額

(前期高齢者交付金がある場合には、これを控除した額)の 1 事業年度当たりの

平均額の「12 分の 1」に相当する額並びに当該事業年度において行った子ども・

子育て支援納付金の納付に要した費用の額の 12 分の 1 に相当する額を超えな

い範囲内において当該年度における保険者の子ども・子育て支援納付金の納付

に要する費用を勘案して厚生労働大臣が内閣総理大臣と協議して定める額とを

合算した額に達するまでは、当該事業年度の剰余金の額を準備金として積み立

てなければならない。 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P171 

[380] 解説 

必修基本書 

掲載ページ 

 

 

必修基本書……該当ペー

ジなし 

必修基本書 社会保険科

目……９７ｐ 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P171 

[382] 解説 

必修基本書 

掲載ページ 

 

 

必修基本書……該当ペー

ジなし 

必修基本書 社会保険科

目……９８ｐ 

訂正 

P207 

[468] 解説 

必修基本書 

掲載ページ 

 

 

必修基本書 社会保険科

目……１０４、１２６ｐ 

必修基本書 社会保険科

目……１２７ｐ 

 

 

第２編 国民年金法 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P225 

[004] 解説 

１行目 

 

 

(令 1 条の 2第 2 号)任意

加入の申出の受理に関す

る厚生労働大臣の権限に

係る事務は、… 

 

 

(令 1 条の 2第 1 号)任意

加入の申出の受理に関す

る厚生労働大臣の権限に

係る事務は、… 

 

訂正 

P313 

[223] 解説 

必修基本書 

掲載ページ 

 

 

必修基本書……該当ペー

ジなし 

必修基本書 社会保険科

目……205ｐ 

 

以上 


